
第４回公文書管理委員会の審議事項に係る検討結果（１／２）

令和６年２月20日　事務局作成

1 2 3 4 5 6 8
(1) (2) (3) (4)

議会事務局規程 選挙管理委員会
規程

人事委員会の行
政組織等に関す
る規則

監査委員事務局
規程

労働委員会事務
局処務規程

収用委員会運営
規程

鹿児島海区漁業
調整委員会

熊毛海区漁業調
整委員会

奄美大島海区漁
業調整委員会

鹿児島県連合海
区漁業調整委員
会

内水面漁場管理
委員会

(第５章) (第５章) (第24条) (第15条) (第６条) (第11条)
１　管理体制の設定

(1) 総括文書管理者の設定 設定済
【局長】

修正あり
【書記長】
新たに充てる職
を明記

（第15条第２項）

設定済
【局長】

設定済
【局長】

設定済
【局長】

設定済
【用地対策室
長】

(2) 副総括文書管理者の設定 修正あり
【次長】
新たに充てる職
を明記

（第17条第３項）

修正あり
【次長】
新たに充てる職
を明記

（第15条第２項）

修正あり
【次長】
新たに充てる職
を明記

（第24条第２項）

修正あり
【次長】
新たに充てる職
を明記

（第15条第２項）

・１課体制であ
るため，設置し
ない。
・文書事務の指
導等は文書管理
者が行うと整
理。

修正あり
【用地対策室長
補佐】
新たに充てる職
を明記

（第11条第３項）

(3) 文書管理者の設定 修正あり
【総務課長⇒各
課長】
各課長が管理の
責任を負うた
め，各課長へ修
正

（第17条第３項）

修正あり
【地区書記長】
【主幹】
【主任書記】
新たに充てる職
を明記

（第15条第３項）

修正あり
【総務課長⇒各
課長】
各課長が管理の
責任を負うた
め，各課長へ修
正

（第24条第２項）

修正あり
【監査第一課長
⇒各課長】
各課長が管理の
責任を負うた
め，各課長へ修
正

（第15条第２項）

設定済
【総務課長】

※１課体制のた
め，総務課長を
設定

設定済
【用地対策室長
補佐】
※１課体制のた
め，室長補佐を
設定

２　実施機関固有の業務に関する「公文書の保存期間及び保存期間満了時の措置の設定基準」の設定

修正あり
・固有業務の設
定基準を作成
・その他は知事
部局の例による

（別表・第17条第
２項）

修正あり
・固有業務の設
定基準を作成
・その他は知事
部局の例による

（別表・第15条第
３項）

修正あり
・固有業務の設
定基準を作成
・その他は知事
部局の例による

（別表・第24条第
３項）

修正あり
・固有業務の設
定基準を作成
・その他は知事
部局の例による

別表・第15条第５
項）

修正あり
・固有業務の設
定基準を作成
・その他は知事
部局の例による

（別表第１・第６
条第２項）

修正あり
・固有業務の設
定基準を作成
・その他は知事
部局の例による

（別表・第11条第
５項）

３　「文書の取扱い」等の表記

修正あり
・文書及び公文
書の定義に留意
して規定を修正

（第17条第１項）

修正あり
・文書及び公文
書の定義に留意
して規定を修正

（第15条第１項）

修正あり
・文書及び公文
書の定義に留意
して規定を修正

（第24条第１項）

現在の規程(案)
で規定済

修正あり
・文書及び公文
書の定義に留意
して規定を修正

（第６条第１項）

修正あり
・「公文書」へ
修正

（第11条見出し）

7

実施機関固有の業務に関する
「公文書の保存期間及び保存
期間満了時の措置の設定基
準」の設定

「文書」⇒「公文書」への変
更

修正なし
・知事部局の設定基準と固有の業務を比較し，検証した結果，固有の事務も含め，知
事部局の設定基準の例により対応できると判断
＜主な具体例＞
○ 委員会の議事に関する公文書
　⇒ 公文書管理規程別表第３「(10)会議等に関する公文書」の例により設定
○ 委員の表彰に関する公文書
　⇒ 公文書管理規程別表第３「(13)栄典及び表彰に関する公文書」により設定

修正なし
【事務局長】
各委員会事務規程により事務局長に資源管理監又は林務水産課長をもって充てるとさ
れていることから，所属の長が明確であり，知事部局の公文書管理規程の読み替えに
より対応できる

修正なし
【次長】
各委員会事務規程により次長に課長補佐及び漁業調整係長あるいは水産係長をもって
充てるとされており，さらに「次長は，事務局長を補佐し，」と記載があり，次長の
役割が明確である

修正なし
【事務局長】
各委員会事務規程により事務局長に資源管理監又は林務水産課長をもって充てるとさ
れていることから，所属の長が明確であり，知事部局の公文書管理規程の読み替えに
より対応できる

現在の規程（案）に該当項目なし

資料１－１



第４回公文書管理委員会の審議事項に係る検討結果（２／２）

令和６年２月20日　事務局作成

9 10 11 12 13 14 15

教育委員会公文
書管理規程

公安委員会公文
書管理規程

県警察公文書管理規程 県立病院事業管
理者

工業用水道部 住宅供給公社公文書管理規程 道路公社法人文書管理規程

１　管理体制の設定

(1) 総括文書管理者の設定 修正あり
【教育長⇒副教
育長】
他の実施機関の
状況等を踏まえ
修正

（第４条）

設定済
【警務部長】

設定済
【警務部長】

設定済
【県立病院局
長】

設定済
【工業用水道部長】

修正あり
【理事長】
新たに充てる職を明記

（第３条第１項）

修正あり
【理事長】
新たに充てる職を明記

（第３条第１項）

(2) 副総括文書管理者の設定 設定済
【総務福利課
長】

・１課体制であ
るため，設置し
ない
・文書事務の指
導等は文書管理
者が行うと整
理。

設定済
【総務課長】

設定済
【県立病院局次
長】

設定済
【工業用水道部次長】

修正あり
新たに職を設置しないが，知事部
局の副総括文書管理者の責務を，
文書管理者の責務として規定に明
記

（第４条第２項）

修正あり
【専務理事】
新たに充てる職を明記

（第４条第１項）

(3) 文書管理者の設定 設定済
【各所属長】

設定済
【公安委員会補
佐室長】
※１課体制のた
め，補佐室長を
設定

設定済
【各所属長】

設定済
【各所属長】

設定済
【工業用水道課長】
※１課体制のため，工業用水道課
長を設定

設定済
【常務理事】
※単独所属であるため，常務理事
を設定

修正あり
【理事長が指定する⇒各部長】
各部長が管理の責任を負うため，
各部長へ修正

（第５条第１項）

２　実施機関固有の業務に関する「公文書の保存期間及び保存期間満了時の措置の設定基準」の設定

修正あり
・固有業務を踏
まえ，現在の設
定基準（案）を
一部見直し（不
要な項目の削
除）

（別表第２・第41
条，第42条，第50
条）

修正あり
・「公文書ファ
イル管理簿」の
保存期間満了時
の措置は「廃
棄」を記載

（別表第２・第12
条，第15条）

修正なし
固有の業務を検証し，既に設定基
準（案）を規定済

修正あり
・固有業務の設
定基準を作成
（採用関係）
・その他は知事
部局の例による

（第39条，第40
条，第46条）

修正なし
・知事部局の設定基準と固有の業
務を比較し，検証した結果，知事
部局の設定基準の例により対応で
きると判断
＜主な具体例＞
工事契約書（30年）：「公共事業
に関する事項」ア大規模又は重要
な公共事業の決定及び計画，調
査，設計，工事等の実施並びにそ
の経緯に関する公文書

修正なし
固有の業務を検証し，既に設定基
準（案）を規定済

修正なし
固有の業務を検証し，既に設定基
準（案）を規定済

３　「文書の取扱い」等の表記

現在の規程(案)
で規定済

現在の規程(案)
で規定済

現在の規程(案)で規定済 現在の規程(案)
で規定済

現在の規程(案)で規定済 現在の規程(案)で規定済 現在の規程(案)で規定済

実施機関固有の業務に関する
「公文書の保存期間及び保存
期間満了時の措置の設定基
準」の設定

「文書」⇒「公文書」への変
更


